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１．はじめに

  地方都市の産業活性化と居住環境の整備は密接に係わっているが、職・住機能の均整を保ちながら都市を

発展させていくことが長期的なまちづくりにとって重要である。さらに、近年は産業活動や基本的な産業活

動や支える都市・基盤施設に加えて、生活をより豊かにするための余暇・リゾート機能整備に対するニーズ

も高まってきている。一方、地域産業の面でも、第二次産業による地域発展の可能性は少なくなってきてお

り、今後は余暇・リゾート施設開発などの商業・サービス業機能を中心とした第三次産業を牽引力とした地

域発展の方向性を探っていくことが考えられる。このような状況の下、多様な都市機能を都市全体のバラン

スを考慮しながら整備していくことが急務となっている。そこで、本研究では、商業・サービス業施設開発

を中心とした新市街地整備による都市環境整備に関して検討を行っていくこととした。ここでは、既存市街

地との共生・共存関係を保ちながら、まちづくりを行うことに重点をおき、新市街地整備を検討するための

計画モデルについて考察を行った。

２．新市街地整備計画モデルに関する検討

（１）計画モデル

  本研究で検討対象とするような新市街地整備は、地域住民の居住環境の向上という公的な目的を持つ事か

ら、より多くの住民が施設を利用するような施設を整備することが求められる。一方で、民間企業は現在の

状況下では事業の成立性が非常に重要となっている事から、施設の集客力を向上させると同時に、事業採算

性を確保することが必要となってくる。ここでは、地区への来訪者が増加することが都市全体を活性化し、

事業の成立性を確保すると考えられることから、地区への来訪者の最大化を目的とする計画モデルの定式化

を行った。

  まず、既存の市街地以外に新市街地を整備する問題を考える。t時点での旧市街地の社会資本 )(1 tK があ

り、新市街地の社会資本を )(2 tK とする。市街地への来訪者数 )(tN は )(1 tK 、 )(2 tK の社会資本によってそ

の来訪者数が決定されるものとする。

))(),(()( 21 tKtKNtN =                                                                         （1）

ここでは、Cobb-Douglas型の生産関数で決定されるものとする。

21 )()()( 21
αακ tKtKtN =                                                                       （2）

  ここで、 1,10,0 2121 =+<<<> αααακ である。

  さて、社会資本にはその規模に応じて維持費が必要である。この維持費を )( iKR とする。これは規模に対

して指数関数的に維持費が上昇するものと考え、弾力性一定の費用関数を仮定する。
2

))(()( 1 itKKR iii
ττ=                                                                          （3）

  一方、新規投資に関しては、当市規模に応じた費用（逓増型関数）を想定する。
2

))(())(( 1 itStSs iii
ρρ=                                                                         （4）
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  ここで、資本は一定の割合θ で減耗するものとすると、t時点における新規整備量を )(tsi とすると、

)()()( tstKtK iii +−=∆ θ                                                                      （5）

さらに、この整備計画ではサービス供給価格 )(tPi は市場価格で与えられるものとする。

)()()()( tStRtNtP iiii +=                                                                     （6）

  また、社会資本の初期整備量を 2211 )0(,)0( KKKK == とする。

以上のように設定すると、施設整備問題は以下の最大化問題に帰着する。社会的割引率をγ とおいて、
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=)(tN i E ：年間投資総額（定数）とする。ここで、 ))(),(( 21 TKTKΦ ：T 時点（最終時

点）での資産関数である。

（２）解法

  さて、式（６）以下に示された問題は現在価値Hamiltonian を導入することで、最適制御問題となる。
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Kuhn-Tucker による最適性条件を導出する。
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ただし、 == )(tFF         である。ここで、横断条件 ))(),(( 21 TKTKΦ に関して固定端問題として考え

ると、ある目標人口N を達成する )(),( 21 TKTK が存在し、それに関して固定端条件が成立しなければなら

ない。

)()( TRtFP ii =                                                                              （14）

  このため、上式が成立する )(1 TK を固定端とする制御問

題の解として式（13）が定義される。

３．おわりに

  本研究では、人口の増加がみられる地方都市の都市施

設・基盤施設を充足する新市街地整備を検討するための計

画モデルの定式化を行った。また、本モデルを適用し、滋

賀県草津市を対象に実証的な検討を行った。その整備概念

を図－１に示す。計算結果は講演時に示す。
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図－１ 都市開発・整備と都市構造
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